
～株式会社Comp a s s

シニア人材の活用をはじめとした、
組織作りのロールモデルをめざす

株式会社Compass
神戸市中央区浪花町56 KiP内
2017年９月29日設立。SNSを活用した有料職業紹介、キャリアカウン
セリングを手がける。職業紹介許可番号 28-ユ-300764
従業員数：30名
受賞歴等：代表取締役社長CEOの大津愛氏が、「Forbes JAPAN」の
世界のインパクト100に選出。近畿経済産業局による官民連携による
スタートアップ支援コミュニティ「J-Startup KANSAI」の企業に選定。
ホームページURL https://corp.choice-career.com/

【研究員からの一言】
企業では、高年齢者雇用安定法の改正に伴い、70歳まで就業を確保する

ことが努力義務化され、シニア世代の雇用に対する関心や取組みが高まっ
ています。国の「働き方改革実行計画」（2017年）には、高齢者の就業推進の
ポイントは、「年齢に関わりなく公正な職務能力評価により働き続けられる
「エイジレス社会」の実現であり、これが、若者のやる気、そして企業全体の活
力の増進にもつながる」と言及されています。株式会社Compassは、デジタ
ルを活用し、柔軟で迅速な事業戦略のもとで、シニア世代の働きたいという
思いと国レベルの社会的要請の実現に向けた社会実装に挑戦しています。
日本の65歳以上のシニア世代の就業率は、韓国に次いで世界で2番目
に高いですが（労働力調査及びOECD）、65～74歳の仕事をしたい無業者
は、健康の維持や収入を得るために働きたいと考えながら、求職活動を行
えているのは約３割にとどまり、求職活動を行えない最大の理由は高齢で
あることです（令和４年就業構造基本調査）。この現状を変えていくには、シ
ニア世代の就業観と企業の雇用観のギャップをなくし、双方がメリットを感じ
られることが重要になります。
企業がシニア世代を雇用するメリットは、ノウハウ･技能･技術やそれらを

若手に継承する役割を担えることや労働力不足解消への寄与などが先行
していますが、事業の革新や創造への寄与、職場環境の改善など間接的な
効果、若年層や壮年層のモチベーションの向上などのメリットを高められる
余地もあり（大阪府調査結果）、中長期的には雇用の質を高めていくことも
大切です。
大津代表取締役CEOは、マミートラックによる離職を経て、NPO法人での

就業、起業へとキャリアを重ねてこられ、ソリューションを意識した自身の経験
が、働きたい人の思いの実現と組織作りのロールモデルを体現するベースに
なっているとも考えられます。同社の事例は、企業だけでなく様々な組織にお
いて、シニア世代を含む多様な人材の活躍にも応用できると考えられます。

（大阪産業経済リサーチセンター 主任研究員・天野敏昭）
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代表の大津氏は、困難に立ち向かうバイタリティと、笑顔を絶やさない
明るさを持ち合わせた方という印象でした。従業員の皆さんは、企業とし
ての理念だけではなく、きっとそういうお人柄にも惹かれて集まったので
はないかと思います。
誰もが生き生きと働ける職場づくりのロールモデルとなることは決して
容易ではないと思いますが、Compassの皆さんならばやり遂げるのだろ
うと予感させる取材となりました。  　　　　　 （広域産業振興局・窪田）
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▲LINEを活用した就労・転職カウンセリング

　日本の生産年齢人口（15～64歳）が
減少を続けるなか、65～74歳のシニア
世代の人材活用が注目されている。
　このような状況の中で、シニア世代の
人材活用に積極的に取り組んでいるの
が、スタートアップ企業の株式会社
Compassだ。代表取締役CEOの大津
愛氏は、外資系の営業職に10年以上勤
めたのち、NPO法人で就職支援事業に
携わり、2017年に同社を設立した。以
降、環境整備を進め、2018年にオンライ
ンキャリアカウンセリングサービスを発
表。SNSを活用した就労・転職のカウン
セリングや職業紹介などのサービスを
展開し、低所得者や就職困難者を中心
に、年間350名以上の人材マッチングに
つなげている。多くの利用者がキャリア
アップを実現し、感謝のコメントを同社
に寄せている。

　株式会社Compassは「ワーキングプ
アをなくす」というミッションを掲げ、事業
を展開している。例えば、生活保護受給
者層は自治体が支援しているが、その支
援を受ける手前の人には、セーフティ
ネットとなる制度が実は十分ではない。

そこで同社では、働きながらも貧困から
抜け出せない方や、思うようなキャリア
アップを望めない方を中心にサービス
を行う。この仕組みで、無就業の人もキャ
リアカウンセリングを受けて前向きにな
り、70％を超える人たちが何らかの仕事
に就くことができた。こうした取り組み
は、神戸市などの自治体に評価され、今
では自治体の要望に応える形で、子育
て世代への就労支援プロダクトなども展
開。これまで気付かれていなかった、もし
くは支援が行き届いていなかった層へ
のサービスの一翼を担っている。
　自社のこういった事業について「なか

なか変わった立ち位置だとは思います」
と大津氏は自己分析する。本来、ソー
シャルな事業は資本主義の枠組みには
あまり馴染まない。スタートアップ企業で
ある以上、成長を続けなければいけな
い反面、事業内容は決して収益につな
がりやすいとは言えないからだ。
　一方で、この挑戦に共感する人は実
は少なくない。特にこれまで資本主義社
会の中で活躍してきたシニア世代につ
いては、「日本社会が多くの課題に直面
する中で、“まだやり残したことがある”
“孫に『いい世の中が待っている』と言え
ないな”と考えている方が多いのではな
いかと感じています」と大津氏は言う。ま
た、「社会課題の解決につながることを
何かやりたいなと思っておられる方は、
ぜひ会いに来ていただけたら」と笑顔を
見せた。

　同社では、定年が75歳に設定され、
シニア人材を積極的に活用する取り組
みが行われている。大津氏は、「年齢を
理由に退職となるのには違和感があ
り、日本社会にとって損失だと考えてい
ました」と話す。実際に同社の正社員30
名のうち3名がシニア世代。業務委託し
ているキャリアカウンセラー約100名の
うちなんと約7割がシニア世代だ。「毎
週30人くらい面接を行いますが、正社
員志望の20代と60代の方では、明らか
に60代の方が体力も働きたい意欲もあ
ります。20代は柔軟さがあり、希望を
持っていて、ITリテラシーやポテンシャ
ルも高い方がいますが、シニアにもミド
ルにもそういう方はいます。“年を取った
だけ”でパフォーマンスを出せなくなる
訳ではなく、年齢は除かれる理由には
なりません。創業当時から、弊社が関わ
るIT分野にも就労支援にも、組織作り
にはむしろシニアの人材が必須だと考
えていました」と大津氏。
　現在の定年は75歳だが、創業当初は
株主などからの反対の声が大きく65歳
だった。「業績などで結果を出したこと
で意見を通せるようになり、定年年齢を
上げたんです」と語る。定年年齢を上げ
る際に、大津氏自身が定年や契約更新
のタイミングが近い社員に意見を聞い

た。「本来のパフォーマンスを発揮しな
がら、どれくらいの期間働きたいかを尋
ねたところ、“70歳までは大丈夫”“75歳
までも働けたら働きたい”という声が大
半だった」との結果も踏まえて75歳に決
めたという。

　大津氏は、神戸市の「グローバルス
タートアップゲート」や「500（ファイブハ
ンドレッド）」といったアクセラレーション
プログラムに参加していた。そこで得た
経験が、その後の経営方針に大きな影
響を与えたという。
　スタートアップの起業の世界では、
ハーバードや東大といった高学歴で若
い起業家が素晴らしいプロダクトを作っ
ているにもかかわらず、うまくいかない
ケースが多いと言い、その理由を大津
氏は次のように分析する。「大きく二つ
あって、一つはチームマネジメントがうま
く機能しないことによる人間関係のトラ
ブル。もう一つは、資金調達が難航する
こと。逆に、この二つを制すればうまくい
く可能性が非常に高いと思いました」。
　特にチームマネジメントには工夫を凝
らし、“競争できる環境”と“成長をうなが
すための心理的安定性を保つ環境”の
二つを大切にしている。まず競争を意識
させるために年齢差5歳以内の社員を
同じ事業部に入れている。同世代で似
た価値観であることで心理的安定性が
保たれ、人間関係がスムーズになること
が狙いだ。一方で、異なる世代・キャリア

の人も、意図的にチームに加えていると
いう。大津氏は「同世代に対しては“これ
くらい分かって当たり前”“同じくらいで
きて当然”と過度な期待をしてしまうが、
年齢が離れているとこのようなことが起
こりにくい。相手に適正な期待ができる
ことで、リスペクトも生まれやすくなる。
それに、バラエティに富んだ世代で取り
組む方が、スタートアップとしては面白
い」と語る。
　さらに、大津氏はシニア世代を雇用
すること自体にもメリットがあるという。
「30代40代の人だと、円滑な人間関係
を重視するあまり、若い世代の人に対し
て指導することを躊躇するような場面で
も、より経験を積んでいるシニア世代な
ら多少のリスクを取ってでも、その人の
成長を促すためと考えてアドバイスがで
きる。自分の子どもや孫に接するよう
に、シニア世代の愛で支えるコミュニ
ケーションが生まれれば、組織にとって
はプラスしかない」。
　一方で、シニア世代が抱える課題もあ
り、若い人と自分自身を比べてしまうと
ころだと語る。本来比べる必要はない
にも関わらず、“若い世代の人ができて
いることが自分にはできない”“肉体的
に衰えを感じている”ことなどが原因で
かつては持っていた自信を失い、自己
肯定感が低い人がいるという。そこで、
シニア世代にとっては新しく何かの作業
がひとつできるようになることよりも、自
己肯定感を取り戻すことこそが実は重
要であると考え、日々の面談等を通じて
社員のケアを心掛けている。

現在、30人の社員を抱えるが「組織作り
で試みたことはうまくいっています」と手
ごたえを語った。
　また、人材獲得についてはシニアも含
めてスカウトが中心という。「シニア世代
の方に『スタートアップを一緒にやりま
せんか』なんて言ったら引かれるので、
“新しいことが好き”“イノベーションをや
りたい”というシニア世代が集まりそうな
セミナーや勉強会に参加し、そこで出
会ったモチベーションが高く優秀な人に
は声をかけることもあります」とのこと。

　大津氏は、今後の人材活用のあり方
について、「2030」が来てからでは遅いと
いう。「人って、自分と同じような人が働い
ているかどうかで働く場所を選ぶ。シニア
に限らずひとり親や障がい者、それぞれ
の方は、自身と同じ立場の人が生き生き
と働いているかを見ている。企業側も優
秀な人を取ろうと思ったら、まず先にその
人たちのケースを作っておかないといけ
ない」。また、そのような人たちを採用す
ることで初めて見えてくる課題や、整えて
おかなければならない制度もあると指
摘。つまり、多様な人材を受け入れるため
の環境整備には一定の時間がかかるた
め、人手不足が深刻化した時に打撃を受
けないような組織づくりに、１日も早く着
手するべきということだ。
　「シニア・女性・外国人といった人材の
採用を進める決断は早ければ早いほど
いい。私たちは、先駆けて取り組むこと
でロールモデルになっていきたい」と言
葉に力を込めた。

自治体とは違った視点で、
社会的弱者を支えるサービスを

シニア世代の重要性を訴え、
75歳定年制に

経験豊富な、リスクを取れる
シニア世代が活躍

多様な人材活用を、今すぐに

▲代表取締役CEOの大津愛氏（前列左）、COOの権基哲氏（後列右）とスタッフの方たち

▲オンラインでの就労・転職カウンセリングサービス
の魅力を紹介する大津氏
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